
大阪府みどりの基金事業補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 府は市街地のみどりを増やし、潤いとやすらぎのある大阪の実現を図るため、予 
算の定めるところにより、多くの人の目に触れる場所での良好な緑陰等の整備事業、モ

デルとなる施設緑化事業及び市民参加による緑化活動で知事が適当と認める者に対し、

大阪府みどりの基金事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交

付については、大阪府補助金交付規則（昭和４５年大阪府規則第８５号。以下「規則」

という。）に定めるもののほかこの要綱の定めるところによる。 
 
（補助事業等） 
第２条 補助金の補助事業、補助率は別表１のとおりとし、予算の範囲内で補助金を交付す

る。なお、補助事業者が消費税課税事業者のときは、消費税及び地方消費税相当額は補

助対象としない。 
 
（補助金の交付の申請） 
第３条 規則第４条第１項の申請は、大阪府みどりの基金事業補助金交付申請書（様式第

１号）を知事に提出することにより行わなければならない。 
 
２ 前項の大阪府みどりの基金事業補助金交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 
（１）要件確認申立書（様式第１－１号） 
（２）暴力団等審査情報（様式第１－２号） 
（３）補助金以外の経費負担及び補助事業の効果の概要（様式第２号） 
（４）収支予算書（様式第３号） 
（５）補助事業設計書（様式第４号） 
（６）補助事業箇所別工事計画書（様式第５号） 
（７）その他知事が必要と認める書類 
 
３ 第１項の大阪府みどりの基金事業補助金交付申請書は、知事が別に定める日までに提

出しなければならない。 
 
４ 交付決定後、補助事業者が、規則第２条第２号イからハまでのいずれかに該当するこ

ととなった場合又は該当していたことが判明した場合には、該当事項届出書（様式第１－

３号）を提出しなければならない。 
 
（補助金交付の決定） 
第４条 知事は、補助金の交付申請があったときは、当該申請にかかる書類の審査、必要

に応じて行う現地調査等により、法令等に違反しないかどうか、補助事業の目的、内容

等が適当であるかどうか及び金額の算定に誤りがないかどうかを調査し、補助金の交付

の決定をしたときは、大阪府みどりの基金事業補助金交付決定通知書（様式第６号）に



より、申請者に通知するものとする。 
 
２ 知事は、前項の調査の結果、補助金を交付することが不適当であると認めたときは、

理由を付して、大阪府みどりの基金事業補助金不交付決定通知書（様式第７号）により、

申請者に通知するものとする。 
 
３ 知事は、補助金の交付申請が到達してから３０日以内に当該申請にかかる補助金の交

付決定又は補助金を交付しない旨の決定をするものとする。ただし、申請書又は添付書

類等の補正に要する補正期間は３０日に含まない。 
 
（経費配分の軽微な変更等） 
第５条 規則第６条第１項第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、別表２に掲げ 
る知事の承認を必要とする重要な変更以外のものとする。 

 
２ 規則第６条第１項１号又は第２号に規定する知事の承認を受けようとする者は、大阪 
府みどりの基金事業補助金補助事業経費配分（内容）変更承認申請書（様式第８号）を

知事に提出しなければならない。 
 
３ 規則第６条第１項第３号に規定する知事の承認を受けようとする者は、大阪府みどり 
の基金事業補助金補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第 9 号）を知事に提出しなけ
ればならない。 

 
（補助の条件） 
第６条 規則第６条第２項の規定により付する条件は、次に掲げる条件とする。 
（１）知事は、補助事業の遂行に関し、検査を行うことがある。 
（２）補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、事業完了後においても、実感できるみどりづくり事業で最

低７か年間、みどりづくり推進事業で最低５か年間は、管理者の善良なる注意をもっ

て管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければな

らない。 
（３）補助事業者は、補助事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して、補助事業

の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしなければならない。 
（４）補助事業者は、前項の支出額について、その支出内容を証する書面を整備して、前

項の支出簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後１０か年間保存しなけ

ればならない。 
（５）正当な理由なく期間内に着手し又は完了しないときは、府は補助を取り消すことが

できるものとする。 
 
（補助金の交付の申請の取り下げ） 
第７条 補助金の交付の申請をした者は、規則第７条の規定による通知を受け取った日か 
ら起算して１５日以内に限り当該申請を取り下げることができる。 

 



２ 前項の規定による取り下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はな 
かったものとみなす。 
（状況報告） 
第８条 規則第１０条の規定による報告は、次の各号に掲げる書類を当該各号に定める日 
までに知事に提出することにより行われなければならない。 
（１）大阪府みどりの基金事業補助金補助事業着手届 
  （様式第１０号）当該事業に着手した日から起算して１０日を経過した日 
（２）大阪府みどりの基金事業補助金補助事業完了届 
  （様式第１１号）当該事業を完了した日から起算して１０日を経過した日又は補助金

の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか早い日 
 
（実績報告） 
第９条 規則第１２条の規定による報告は、大阪府みどりの基金事業補助金補助事業実績

報告書（様式第１２号）を補助事業の完了した日の翌日から起算して３０日以内に（同

条後段に規定する場合にあっては、当該会計年度の翌年度の４月３０日までに）知事に

提出することにより行わなければならない。 
 
２ 規則第１２条の知事の定める書類は、次に掲げる書類とする。 
（１）収支精算書（様式第１３号） 
（２）事業実績書（様式第１４号） 
（３）その他知事が必要と認める書類 
 
（補助金の額の確定等） 
第１０条 知事は、前条の規定による報告を受けた場合においては、当該報告書等の書類

の審査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれ

に附した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、大阪府みどりの基金事業補助金確定通知書（様式第１５号）

により、補助事業者に通知するものとする。 
 
（補助金の交付） 
第１１条 知事は、規則第１３条の規定による補助金の額の確定の後、当該補助金を交付

する。ただし、知事は事業の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、規則第５条に

規定する補助金の交付の決定をした額の全部又は一部を概算払により交付する。 
 
２ 補助金の交付を受けようとする者は、大阪府みどりの基金事業補助金交付請求書（様

式第１６号）を知事に提出しなければならない。 
 
（財産処分の制限） 
第１２条 規則第１９条第４号及び第５号の規定により、知事が定める財産は、取得財産

等のうち一個又は一組の取得価格が１０万円以上の財産及び効用の増加価格が１０万円

以上の財産とする。 
 



２ 規則第１９条ただし書の知事が定める期間は、実感できるみどりづくり事業は７か年

間とする。また、みどりづくり推進事業は５か年間とする。なお、起算日は補助金の額

の確定通知に記載された通知日とする。 
 
３ 補助事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限された財産

を処分しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第１７号）を知事に

提出し、その承認を受けなければならない。 
 
４ 知事は、前項の規定により承認する場合において、補助金交付の目的を勘案し、補助

事業者に対し、処分制限のかかる財産を処分したときから財産処分制限期間が経過する

までの期間に相当する金額の全部又は一部を、府に納付させることがある。 
 
５ 取得財産等を処分することにより、前項の金額を超えて収入があり又はあると見込ま

れるときは、知事はその収入の全部又は一部を、府に納付させることがある。ただし、

補助事業者に交付された補助金の額を限度とする。 
 
（その他） 
第１３条 本要綱に規定する事務について、府農と緑の総合事務所長の職にある職員に権

限を委任する規則（平成８年３月２９日大阪府規則第２６号）第８条の規定により補助

事業の所在地を管轄する府農と緑の総合事務所長が補助金の交付に関する事務を行う場

合は、本要綱第３条から前条（ただし、第１０条に規定する調査はのぞく）までの規定

の各号中「知事」とあるのは「府農と緑の総合事務所長」と読み替えるものとする。 
 

２ 知事は、第１０条に規定する調査を実施したときは、補助事業検査調書（府補助金に

係る予算の執行等の適正化及び補助事業検査調書の様式について（平成１８年９月２９

日 大阪府出納長大阪府総務部長通知））により、みどりづくり推進事業については、

府農と緑の総合事務所長に通知するものとし、実感できるみどりづくり事業については、

知事に通知するものとする。 

 

３ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 
 
 
 附 則 
 この要綱は、平成 ５ 年１２月 ６ 日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成 ８ 年 ４ 月 １ 日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１２年 ４ 月１２日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１７年 ４ 月 １ 日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１８年 ４ 月１３日から施行する。 



 附 則 
 この要綱は、平成２０年 ７ 月２８日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２３年１０月２１日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２４年 ２ 月１４日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２７年 ４ 月 １ 日から施行する。 
附 則 

 この要綱は、平成２８年 ７月 １５ 日から施行する。 
 
 
別表１ 

補助事業名 府の補助率 

実感できるみどりづくり事業 事業費の１／２以内 
但し、1000万円を上限とする 

みどりづくり推進事業 

みどりづくり施設助成 
 

事業費の１／２以内 
但し、300万円を上限とする 

みどりづくり活動助成 
 

事業費の１／２以内 
但し、300万円を上限とする 

 
別表２ 

重  要  な  変  更 
経 
費 
配 
分 
の 
変 
更 

１ 事業費の２０％を超える減 
 
２ 工事種別の経費の額の２０％を超える減 

事 
業 
内 
容 
の 
変 
更 

１ 施工主体又は施工位置・面積の変更 
 
２ 工事種別の数量、延長の２０％を超える減少、又はその事業単価の２０％を超

える増加を伴う事業内容の変更 

「工事種別」とは、様式第３号の「工事種別の経費内訳」に記載の区分をいう。 


